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４．環境に関する目的・目標について 

 ４－１．貴社では、環境に関する具体的な目的・目標（例えば「○○を2001年までに全廃する又は○○パーセント
削減する等」）を設定していますか。  

    ①設定している  ②検討中である  ③設定していない  ④その他 

 上場企業では、「設定している」と回答した企業が６０．５％と最も多く、「設定してない」の１９．４％
を４１．１ポイント上回り、非上場企業では、「設定している」企業は４１．９％と、「設定していない」の
３４．８％を７．１ポイント上回っている。 
 昨年度と比べると、上場企業、非上場企業ともに、「設定している」企業の割合が、それぞれ５．７ポイン
ト、９．１ポイントと大幅に増加しており、経年でみても増加傾向にある。 
 業種別にみると、「設定している」と回答した企業は、上場企業では「電気・ガス等供給業」が８２．４％
と最も多く、次いで「製造業」の６８．６％、「卸売業」の５３．３％などとなっており、非上場企業では「製
造業」が７０．７％と最も多く、次いで「電気・ガス等供給業」の４２．９％、「建設業」の４１．６％など
となっている。 
 また、売上げ別にみると、上場企業、非上場企業ともに、売上高が高い企業は「設定している」と回答した
企業の割合が高い傾向が見られる。 
 
 

目的・目標の設定について
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目的・目標の設定について
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上場企業クロス業種

①設定し
ている

②検討中
である

③設定し
ていない

④その他 回答なし 回答なし

合計
n = 1170

建設業
n = 99

製造業
n = 757

電気ガス等供給業
n = 17

運輸・通信業
n = 41

卸売業
n = 75

小売業・飲食店
n = 76

金融･保険業
n = 43

不動産業
n = 11

サービス業
n = 45

その他
n = 6

回答なし
n = 0

0 25 50 75 100 (%)

60.5

50.5

68.6

82.4

51.2

53.3

36.8

37.2

18.2

35.6

33.3

18.1

25.3

16.5

17.6

14.6

9.3

31.6

18.6

9.1

22.2

50.0

19.4

22.2

12.9

31.7

36.0

27.6

44.2

72.7

40.0

16.7

電気・ガス等供給業
n = 17

非上場企業クロス業種

①設定し
ている

②検討中
である

③設定し
ていない

④その他 回答なし 回答なし

合計
n = 1519

建設業
n = 77

製造業
n = 577

電気・ガス等供給業
n = 7

運輸・通信業
n = 115

卸売業
n = 80

小売業・飲食店
n = 148

金融・保険業
n = 84

不動産業
n = 6

サービス業
n = 349

その他
n = 76

回答なし
n = 0

0 25 50 75 100 (%)

41.9

41.6

70.7

42.9

20.9

31.3

29.1

9.5

16.7

23.2

15.8

21.1

15.6

18.7

28.6

23.5

30.0

34.5

14.3

16.7

18.9

23.7

34.8

40.3

10.1

28.6

52.2

37.5

34.5

72.6

66.7

53.9

57.9
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上場企業クロス売上高

①設定し
ている

②検討中
である

③設定し
ていない

④その他 回答なし 回答なし

合計
n = 1170

500億円未満
n = 482

1千億円未満
n = 216

5千億円未満
n = 337

1兆円未満
n = 63

1兆円以上
n = 70

回答なし
n = 2

0 25 50 75 100 (%)

60.5

44.8

64.8

69.7

90.5

85.7

18.1

23.2

16.2

16.3

6.3

7.1

50.0

19.4

29.7

17.1

11.6

7.1

50.0

非上場企業クロス売上高

①設定し
ている

②検討中
である

③設定し
ていない

④その他 回答なし 回答なし

合計
n = 1519

50億円未満
n = 163

100億円未満
n = 167

500億円未満
n = 728

1000億円未満
n = 238

1000億円以上
n = 220

回答なし
n = 3

0 25 50 75 100 (%)

41.9

26.4

20.4

45.6

50.0

49.5

21.1

17.2

24.0

22.3

22.7

16.8

34.8

51.5

52.7

30.6

26.9

30.5

100.0
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上場企業のみ 
 ⇒①又は②に○をした企業について、次の質問に回答してもらった。 

４－２．１）環境に関する目的・目標は、どのような項目について設定していますか。 
                                     （複数回答可） 
   ①オゾン層破壊物質の使用抑制・全廃・回収等排出抑制対策 
   ②二酸化炭素の排出量の削減 
   ③汚染物質の排出抑制（例：ＮＯｘ、ＳＯｘ等） 
   ④騒音・振動の低減 
   ⑤省エネルギーの推進 
   ⑥省資源の推進 
   ⑦オフィスにおける廃棄物の削減、発生抑制、リサイクルの推進 
   ⑧産業廃棄物の削減、発生抑制、リサイクルの推進 
   ⑨廃製品、容器包装等の回収、リサイクルの推進 
   ⑩再生資源の原材料としての利用  
   ⑪熱帯林の保護 
   ⑫容器包装材の削減 
   ⑬印刷、コピー、事務用品等の削減 
   ⑭再生品、再生紙等の環境保全型製品等の優先購入（グリーン購入）の推進 
   ⑮環境保全型商品、エコマーク商品などの開発、販売 
   ⑯資源の店頭等での回収・リサイクル 
   ⑰社内の環境管理体制の整備 
   ⑱社内研修の実施 
   ⑲社会貢献活動の実施 
   ⑳情報提供の実施 
   ○21その他 
 「省エネルギーの推進」と回答した企業が８８．０％と最も多く、次いで「産業廃棄物の削減、発生
抑制、リサイクルの推進」の８１．６％、「オフィスにおける廃棄物の削減、発生抑制、リサイクルの
推進」の７０．７％などとなっている。 
 昨年度と比べると、割合の高い項目の傾向は同じであるが、「オゾン層破壊物質の使用抑制・全廃・
回収等排出抑制対策」が５．０ポイント減少している。 
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目的・目標の項目について

1.4

4.5

28.4

33.2

42.8

64.7

9.9

23.7

45.7

60.6

28.5

7.7

27.2

33.2

83.1

62.1

55.3

88.3

32.8

40.6

42.4

38.7

0.9

6.2

32.5

32.2

50.1

68.7

9.7

27.3

49.8

68.4

32.7

6.7

29.1

37.4

83.7

69.6

58.5

86.9

33.5

36.6

43.5

34.6

1.4

4.5

34.3

33.2

49.1

65.9

10.0

27.9

52.0

68.5

32.8

5.0

28.5

35.5

81.6

70.7

58.9

88.0

29.1

32.7

41.6

29.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答なし

21その他

⑳情報提供の実施

⑲社会貢献活動

⑱社内研修の実施

⑰社内の環境管理体制の整備

⑯資源の店頭等での回収等

⑮環境保全型商品等の開発等

⑭グリーン購入の推進

⑬印刷等の削減

⑫容器包装材の削減

⑪熱帯林の保護

⑩再生資源利用

⑨廃製品等の回収等

⑧産業廃棄物の削減等

⑦オフィスにおける取組

⑥省資源

⑤省エネルギー

④騒音・振動の低減

③汚染物質排出抑制

②CO2排出量削減

①オゾン層破壊物質排出抑制

平成１２年度
N=920

平成１１年度
N=887

平成１０年度
N=729

上　場上　場上　場上　場
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上場企業のみ 
４－２．２）上記の環境に関する目的・目標について、定量的目的・目標を設定していますか。 
                                     （複数回答可） 
      ①オゾン層破壊物質の使用抑制・全廃・回収等排出抑制対策 
    ②二酸化炭素の排出量の削減 
    ③汚染物質の排出抑制（例：ＮＯｘ、ＳＯｘ等） 
    ④騒音・振動の低減 
    ⑤省エネルギーの推進 
    ⑥省資源の推進 
    ⑦オフィスにおける廃棄物の削減、発生抑制、リサイクルの推進 
    ⑧産業廃棄物の削減、発生抑制、リサイクルの推進 
    ⑨廃製品、容器包装等の回収、リサイクルの推進 
    ⑩再生資源の原材料としての利用  
    ⑪熱帯林の保護 
    ⑫容器包装材の削減 
    ⑬印刷、コピー、事務用品等の削減 
    ⑭再生品、再生紙等の環境保全型製品等の優先購入（グリーン購入）の推進 
    ⑮環境保全型商品、エコマーク商品などの開発、販売 
    ⑯資源の店頭等での回収・リサイクル 
    ⑰社内の環境管理体制の整備 
    ⑱社内研修の実施 
    ⑲社会貢献活動の実施 
    ⑳情報提供の実施 
    ○21その他 
 「省エネルギーの推進」と回答した企業が６８．８％と最も多く、次いで「産業廃棄物の削減、発生
抑制、リサイクルの推進」の６３．６％、「オフィスにおける廃棄物の削減、発生抑制、リサイクルの
推進」の４０．５％などとなっている。 
 昨年度と比べると、割合の高い項目の傾向は同じであるが、「オフィスにおける廃棄物の削減、発生
抑制、リサイクルの推進」が８．３ポイント、「省エネルギーの推進」が４．７ポイント、「再生品、
再生紙等の環境保全型製品等の優先購入（グリーン購入）の推進」が４．５ポイントと特に増加してい
る。 
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定量的目的・目標の設定

24.1

2.3

5.1

4.4

9.3

15.9

3.0

5.9

9.3

23.6

10.3

1.9

7.0

8.5

56.5

28.4

19.9

58.2

16.6

22.8

25.9

23.2

20.2

3.9

7.1

6.0

13.0

16.6

2.6

8.1

10.7

33.7

11.4

1.8

6.3

10.1

60.0

32.2

24.9

64.1

15.8

20.6

28.2

21.0

14.1

3.4

7.4

7.1

14.2

18.3

3.8

10.4

15.2

36.6

12.9

1.5

8.5

10.9

63.6

40.5

27.7

68.8

15.5

19.2

29.5

20.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

回答なし

21その他

⑳情報提供の実施

⑲社会貢献活動

⑱社内研修の実施

⑰社内の環境管理体制の整備

⑯資源の店頭等での回収等

⑮環境保全型商品等の開発等

⑭グリーン購入の推進

⑬印刷等の削減

⑫容器包装材の削減

⑪熱帯林の保護

⑩再生資源利用

⑨廃製品等の回収等

⑧産業廃棄物の削減等

⑦オフィスにおける取組

⑥省資源

⑤省エネルギー

④騒音・振動の低減

③汚染物質排出抑制

②CO2排出量削減

①オゾン層破壊物質排出抑制

平成１２年度
N=920

平成１１年度
N=887

平成１０年度
N=729

上　場上　場上　場上　場

 


